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1. 件名 

IAEA 送付データチェックプログラムの整備 2 

 

2. 目的及び概要 

公益財団法人核物質管理センター（以下、「センター」という）情報管理部情報整理課

（以下「情報整理課」という）は「保障措置に関する情報処理業務」（以下、「情報処理

業務」という）において追加議定書に関する情報を国際原子力機関 （IAEA）に提出して

いる。本仕様書は、IAEA に提出するデータを作成・チェックする追加議定書拡大申告情

報管理システムの整備について定めたものである。 

 

3. 納入場所 

茨城県那珂郡東海村白方字白根２-５３ 

センター 東海保障措置センター内指定場所 

 

4. 納期 

２０２７年２月２６日（金） 

 

5. 作業内容 

作業内容の詳細については、別添－１「技術仕様書」に従うものとする。 

 

5.1. 対象システム 

「追加議定書拡大申告情報管理システム」。詳細は別添－１「技術仕様書」に示すもの

とする。データベース・テーブルの一覧は、別添－２「データベース・テーブル一覧」

のとおり。 

 

5.2. 作業範囲及び項目 

(1) 整備設計 

別添－１「技術仕様書」を基に、整備対象の機能ごとにシステム整備設計書及び

取扱説明書の作成を行う。なお、システム整備設計書及び取扱説明書は事前に情報

整理課に提出して承認を得る。 

(2) 整備 

上記（1）の承認されたシステム整備設計書に基づき、整備（改修も含む）を行

う。また、機能試験で使用する試験要領書を作成する。 

(3) 動作確認 

上記 5.1 に示す対象システムが、システム整備設計書のとおりに正常に動作し

ていることを確認する。 
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6. 試験 

上記 5.1 に示す対象システムごとに、試験要領書に従ってテストデータを用いた試験

を実施し、情報整理課の環境で正常に動作することを確認する。なお、上記試験要領書

は、事前に情報整理課に提出して承認を得ること。 

 

7. 業務に必要な能力等 

(1) 技術員には、Visual Basic .NET 及び Oracle でのシステム開発・整備の経験がある

者を充てること。 

(2) 受注者は情報技術－セキュリティ技術に関する国際規格（ISO/IEC 27001）又は日本

工業規格（JIS Q 27001）に準じた情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）

を確立、実施及び維持して、継続的に改善していることとする。 

 

8. 支給品及び貸与品 

 

8.1. 支給品 

なし 

 

8.2. 貸与品 

追加議定書拡大申告情報管理システム一式 ※契約後速やかに 

 

9. 提出書類 

提出する書類及び時期を以下の表に示す。 

書 類 名 
区    分 備考 

部数 提出期限  

①作業実施体制表 一部 契約締結後速やかに  

②情報セキュリティ管理計画書 一部 契約締結後速やかに  

③作業工程表 一部 契約締結後速やかに  

④システム整備設計書 一部 整備開始前までに CD-ROM含む 

⑤ソース・プログラム 一式 納期までに CD-ROM含む 

⑥取扱説明書 一部 試験開始２週間前までに CD-ROM含む 

⑦試験要領書 一部 試験開始２週間前までに CD-ROM含む 

⑧試験結果表 一部 試験後１週間以内 CD-ROM含む 

⑨作業進捗報告書 一部 ２週間ごと（作業完了まで）  

⑩打合せ議事録 一式 その都度速やかに  

⑪情報セキュリティ管理報告書 一部 納期までに  

 

（提出場所） 

センター 情報整理課 
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10. 検収条件 

「6．試験」の合格、「9．提出書類」の内容確認、並びにセンターが仕様書に定める業務

が実施されたと認めた時をもって、業務完了とする。 

 

11. 契約不適合責任 

(1) 受注者は、当該業務について仕様書及び契約内容等との不一致（以下「契約不適合」

という） が発見された時は、センターの当該契約不適合にかかる請求に基づき、受

注者の負担においてセンターが定めた期限までに、業務の再履行その他必要な措置

を執らなければならない。 

(2) （１）の請求は、センターが当該契約不適合を知った時から１年以内に不適合の内

容を受注者に通知する。ただし、当該契約不適合を知った時から５年を経過した場

合もしくは検収後１０年を超えて発見された契約不適合は除く。 

 

12. 適用法令・規定等 

(1) センター 情報セキュリティポリシー 

(2) センター 情報管理規程 

(3) センター 情報管理要領 

 

13. 機密保持 

受注者は、本業務の実施にあたり、知り得た情報を厳重に管理して、本業務遂行以外

の目的で、受注者及び下請会社等の作業員を除く第三者への開示、提供を行ってはなら

ない。また、情報整理課が提供した情報を第三者に開示する必要がある場合には、事前

に情報整理課と協議し、了承を得ること。なお、上記の開示又は漏えい防止、情報整理

課の了承を得ることについては、本業務の契約期間終了後も同様とする。 

 

14. 情報セキュリティの確保 

受注者は、本業務の遂行にあたり、「センター 情報セキュリティポリシー」、「情報管

理規程」及び「情報管理要領」（以下「情報セキュリティ関係規程」という）に準拠した

情報セキュリティを確保するものとする。特に、以下の点に留意すること。 

(1) 受注者は、本業務の開始時に、本業務にかかる情報セキュリティ対策とその実施方

法及び管理体制について情報整理課担当者に書面で提出すること。 

(2) 受注者は、情報整理課担当者から管理情報を提供された場合には、当該情報の区分

に応じて適切に取り扱うための措置を講じること。また、提供されたことを証明す

る書類を提出すること。 

(3) 受注者は、本業務において受注者が作成する情報については、情報整理課担当者か

らの指示に応じて適切に取り扱うこと。 

(4) 受注者は、センターが必要と判断する場合、情報セキュリティ対策に関する監査を

受け入れること。 
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(5) 受注者は、情報整理課担当者から提供された管理情報が契約終了等により不要にな

った場合には、確実に返却し又は廃棄すること。また、本業務において受注者が作

成した情報についても、情報整理課担当者からの指示に応じて適切に廃棄すること。

なお、返却又は廃棄したことを証明する書類を提出すること。 

(6) 受注者は、情報整理課居室内での作業や提出資料として電子媒体を使用する場合、

事前にウイルスの感染等問題ないことを確認した上で使用すること。また、それを

証明する書類を提出すること。 

(7) 受注者は、本業務の終了時に、当該業務で実施した情報セキュリティ対策を報告す

ること。 

(8) 受注者は、計算機室で作業する場合、スマホなどの記憶媒体を持ち込めないことと

する。ただし、受注者が記憶媒体を計算機室に持ち込む必要がある場合には、事前

に情報整理課と協議し、了承を得るものとする。 

 

15. 特記事項 

(1) 受注者は、本業務により作成するプログラム及びその他の成果物に関する著作権（著

作権法第 27 条及び第 28 条に規定する権利を含む）をセンターへ無償で譲渡するも

のとし、著作者人格権を行使しないものとする。 

(2) 本仕様書に記載されている事項及び本仕様書に記載のない事項について質疑が生じ

た場合は、センターと協議の上、その決定に従うものとする。 

 

以上 
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別添－１ 

 

技術仕様書 

 

1. 概要 

情報整理課では、事業者が原子力規制庁保障措置部門（以下、「JSGO」という）に提出

したサイト内建物報告書、国際特定活動における生産数量に関する報告書（以下、「国際

特定活動」という）、また個別に調査を行っている核物質を伴わない核燃料サイクル関

連の研究開発活動（以下、「R&D 活動」という）調査票等に対して、内容の確認や整合性

チェックを行っている。それらのチェックが終わったのち、英文に翻訳したものを IAEA

様式に編集し、IAEA に送付するデータ（以下、「IAEA 送付データ」という）を追加議定

書拡大申告情報管理システムで作成し、JSGO に作成したデータを送付している。 

本整備では、追加議定書拡大申告情報管理システムについて、機能強化のため以下に

述べる改修を実施する。 

 

1.1 現行システムの概要 

追加議定書拡大申告情報管理システムの動作形態は、サーバマシンにデータベースサ

ーバとしてオラクルを使用し、クライアントマシンからクライアントシステムを使用し

データを操作するクライアント・サーバ型のシステムである。稼働環境は以下の通り。 

 

(1) サーバ 

・OS   ：Windows server 2025 

・データベース ：Oracle 19c 

 

(2) クライアント（PC） 

・OS   ：Windows 11 Enterprise 

・PC スペック  ：CPU「Intel(R) Core(TM) Ultra 5 125U」 

   ：メモリ「16GB」 

   ：SSD 容量「477GB」 

 

(3) 本システムの開発に必要な開発言語等 

・Microsoft Visual Basic 2019（開発言語） 

・Microsoft Visual Studio Professional 2019 standalone（開発プラットフォーム） 

・Microsoft.NET Framework Ver.4.8（開発環境） 

・Oracle Client 19c（データベースアクセスミドルウェア） 

・GrapeCity Spread 15J（グリッドコントロールツール） 

・GrapeCity InputMan Pro Ver.10J（グリッドコントロールツール） 

・GrapeCity ActiveReports for .NET 14J（印刷ツール） 



 

6 

・Microsoft 365 Apps for enterprise に含まれる Microsoft Excel 

・Microsoft ODBC 

 

1.2 取扱われるデータ 

①拡大申告情報(追加議定書拡大申告情報管理システム) 

毎年度に登録を行う情報。以下の種類がある。 

 

R&D 活動情報（国および民間） サイト内建物情報 国際特定活動（附属書Ⅰに掲げる

情報） 

附属書Ⅰ関連操業規模情報 ウラン鉱山に関する報告書 原料物質情報 

保障措置免除情報 長期計画情報 サイト外の場所における活動 

 

②DB テーブル＆管理コード(追加議定書データ管理システム) 

上記①の処理をするために必要なヘッダー＆エントリー情報、およびコード情報

など。別添－２「データベース・テーブル一覧」のとおり。 

 

1.3 現行システムの機能（追加議定書拡大申告情報管理システム） 

①拡大申告情報の管理【入力システム】 

拡大申告情報のデータベースへの登録、編集、参照及び削除を行う。サイト内建物

情報及び附属書Ⅰ関連操業規模情報については、Excel ファイルからの登録機能がある。 

②コード管理システム 

システムで使用するコードのデータベースへの登録、編集、参照及び削除を行う。 

③データの照合 

拡大申告情報と管理コードとの照合、拡大申告情報間の照合を行う。 

④IAEA 様式への変換および出力【IAEA 様式変換システム】 

データベースのデータを IAEA 提出様式に変換し、テキスト・紙・PDF 形式で出力す

る。 

⑤リスト出力システム 

データベースから各リストに必要な情報を抽出し、紙・PDF 形式または Excel ファ

イルを出力する。 

⑥検索システム 

データベースを検索し、印刷およびファイル出力を行う。 

⑦データベースのテーブルの変更【データ長拡張システム】 

特定の項目のデータ長拡張を行う。 

⑧編集禁止/入力補助機能【拡大申告入力補助】 

データベースに登録された拡大申告情報に対し、ヘッダー情報又はエントリー情報

それぞれに編集の制限を設ける。また、コメント欄用の定型文の編集を行う。 
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2. 整備要件 

追加議定書拡大申告情報管理システムの整備について、以下の 2.1～2.9 に述べる改

修を行う。整備内容については、必要に応じて情報整理課と協議を行い、必要な対処を

行うこととする。 

 

2.1. 入力システムの改修（サイト内建物情報および附属書Ⅰ関連操業規模情報） 

入力補助機能の「注釈文参照」では、入力システム側でヘッダーおよびエントリー

情報に対し、プルダウンリストでコメント情報を選択して入力が行える。サイト内建

物情報および附属書Ⅰ関連操業規模情報のヘッダー情報へ注釈文参照を行ったのち、

コメント情報を選択せずに戻ると、エラーメッセージが表示される。このエラーメッ

セージについて解析し、異常がなければ、このエラーメッセージが表示されないよう

に整備する。 

 

2.2. IAEA 様式変換システム（サイト内建物情報） 

IAEA 様式報告書出力機能について、IAEA 送付データ（テキストファイル.txt）の様

式では、申告内容の項目ごとに区切り文字として「\」が設けられている。サイト内建

物情報のテキストデータを出力した際に、「No Change」以外のコメントの場合だと、

「\」が正常に出力されず、コメントより前の申告項目である「勤務時間」との区別が

つかない状態で出力されてしまう。「\」の前後は「勤務時間」の項目とコメントをそれ

ぞれ記述し、コメント文がどのような内容でも項目区切りの「\」が正しく出力される

ように改修する。 

 

2.3. IAEA 様式変換システムの改修（附属書Ⅰ関連操業規模情報） 

IAEA 様式報告書出力機能から、附属書Ⅰ関連操業規模情報について IAEA 送付デー

タ（テキストデータ.txt）を出力した際に、データベースに登録されているコメント

文が正常に出力されないため、テキストデータが正しく出力されるように改修する。 

 

2.4. IAEA 様式変換システム・リスト出力システムの改修（R&D 活動情報） 

IAEA 様式変換システムの IAEA 様式報告書出力機能について、出力条件として「研

究コード」を選択した際に、コード選択の表示画面では先頭 6 文字までしか表示され

ず、７文字以上登録されているテーマコードについては見切れが発生し７文字目以降

が異なっているコードを識別できないことから、テーマコードが表示桁数以上の申告

内容については正常に出力できない。 

一方、別の出力機能であるリスト出力システムでは、現状７文字以上の研究コード

についても表示されているため問題なく出力は行える。今回の改修では、IAEA 様式変

換システム及びリスト出力システムの出力機能における表示桁数を統一するため、各

出力機能の研究コードの表示上限を 20 文字へ拡張する。またこの拡張に伴い、コード

管理システムからテーマコードを編集する機能についても、20 文字まで登録・編集で
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きるよう改修を行う。 

 

2.5. リスト出力システム・入力システムの改修（R&D 活動情報） 

リスト出力システムの R&D（国）及び（民間）には「調査票」という帳票を出力する

機能がある。調査票は Excel ファイルであり、表紙と本文の２シートで構成されてい

る。 

表紙は事務上の連絡先情報となっており、現行のテンプレートでは連絡員の氏名及

びメールアドレスの項目が同一のセルのみとなっているため、調査票出力時には連絡

員の氏名のみ出力され、メールアドレスは出力されない。今回の改修では調査票のテ

ンプレートを改定し、新たにメールアドレス欄を設けることにより、氏名とメールア

ドレスを別項目で出力するよう改修する。また、入力システム側の「事務上の連絡先

登録」では、調査票（Excel）を読み込んで登録する「Excel データ読み込み」機能が

あるため、上記の改訂版テンプレートに対応した入力システムの改修も行う。 

また、調査票の本文シートには、上部にドロップダウンリスト上で設けられたサイ

クル段階があり、１つ目のサイクル段階については「◎」、２つ目以降のサイクル段階

については「〇」で表記する。調査票の出力時では、データベースに登録されている１

つ目のサイクル段階「◎」のみ出力されるため、２つ目以降のサイクル段階「〇」につ

いても正しく出力されるように改修する。 

 

2.6. 入力システムの改良（R&D 活動情報のデータベース登録作業の改良） 

拡大申告情報管理の入力システム「R&D 活動情報（国）と（民間）」でデータベース

登録を行う作業は、登録内容元の Word ファイルからコピー＆ペーストによる手入力で

実施している。サイト内建物情報および附属書Ⅰ関連操業規模情報については Excel

ファイルからの登録機能があるため、今回の改修では R&D 活動情報においても Excel

ファイルからの登録機能を実装し、データの一括入力を可能とする。システム側でデ

ータ登録用の Excel ファイルを読み込み、自動的に項目の内容を取得した後、適切な

申告項目へ文字情報の貼り付けを行う。（別添-３参照） 

またデータベース登録時には、必須項目への入力がされているか判定機能を設け、

条件を満たしていない場合は注意文をポップアップなどで表示する機能を追加する。 

 

2.7. 申告区分のフラグ追加に伴うリスト出力及び入力システムの改修（R&D 活動情報） 

R&D 活動情報には、R&D 活動の内容から判断して IAEA への申告が不要（以下、「申告

不要」という）として処理されるものが存在するが、活動終了までは調査対象となる

ため、リスト出力システムでは申告不要分も調査票の出力対象としている。現行のデ

ータベースでは、申告状況を区別するフラグ（STATFLG）は「1:追加、 2:変更、 3:廃

止、 0:冒頭報告、 -1:申告不要」の通り５種類設定されており、申告不要分は総じて

「-1」が該当するため、申告不要の活動が終了した場合についても活動中と同様の扱

いになっている。そこで、「申告不要/活動中」と「申告不要/終了」を識別するための
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ステータスフラグを新たに追加する。 

調査票出力時では、終了した R&D 活動については調査不要となり出力対象から除外

しているため、今回の改修で新たに追加したフラグ「申告不要/終了」においても同様

に除外対象の設計とする。また、入力システム側では、データベース登録時の申告状

況を選択するプルダウンリストから「申告不要/終了」を選択できるように改修する。 

 

2.8. リスト出力システムの改良（サイト内建物情報に関する新規出力機能の実装） 

事業者が提出するサイト内建物報告書の建物配置図では、「建物コード表」（建物の

行番号と、その建物コードをまとめたリスト）が添付される場合がある。事業者から

提出された建物コード表と、データベースに登録された本文情報との整合性確認を行

うため、データベース上の本文情報から直近の申告内容で「行状況：廃止」（廃止され

た建物）を除いた、現存する建物情報のみを反映した建物コード表（Excel ファイル）

として出力する機能を実装する。 

 

2.9. 入力システムのファイル選択ダイアログの表示対象拡張子改善（.xls/.xlsx 同時表示） 

入力システム側の Excel データ読み込み機能について、ファイル選択ダイアログの

初期表示フィルタを「Excel 97-2003 ブック（.xls）」から「Excel ファイル

（.xls;*.xlsx）」へ変更し、ダイアログ起動時に「.xls」および「.xlsx」ファイルを

同時に表示するよう改修する。同時に表示するのが不可の場合には、「.xlsx」の表示

を先頭にする、若しくは「すべてのファイル（*.*）」を先頭に表示するなど代替方法を

採用する。 
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別添－２ 

データベース・テーブル一覧 

追加議定書拡大申告情報システム一覧 

No. テーブル テーブル名称 

1 IAP_CYCLE_H 
核物質を伴わない核燃料サイクル関連研究開発活動情

報（Ｒ＆Ｄ活動（調査票））の事業所情報 

2 IAP_CYCLE_E 
核物質を伴わない核燃料サイクル関連研究開発活動情

報（Ｒ＆Ｄ活動（調査票））の活動情報 

3 IAP_SITETATEYA_H  
サイト内建物情報（各サイトの各建物における活動情

報）のサイト情報 

4 IAP_SITETATEYA_E  
サイト内建物情報（各サイトの各建物における活動情

報）の建物説明情報 

5 IAP_KOKUSAI_H  

国際特定活動情報（実施届、変更届、廃止届及び解散

（死亡）届、並びに、生産数量に関する報告書）の事

業所情報 

6 IAP_KOKUSAI_E  

国際特定活動情報（実施届、変更届、廃止届及び解散

（死亡）届、並びに、生産数量に関する報告書）の活

動情報 

7 IAP_SOKIBO_H  
附属書Ⅰ情報（国際特定活動情報[IAP_KOKUSAI]を基に

作成する活動状況）の事業所情報 

8 IAP_SOKIBO_E  
附属書Ⅰ情報（国際特定活動情報[IAP_KOKUSAI]を基に

作成する活動状況）の活動情報 

9 IAP_KOZAN  
鉱山情報（ウラン鉱山とトリウム鉱山）の事業所情

報、活動情報 

10 IAP_GENRYO  
原料物質（１０トンを超えるウラン、２０トンを超え

るトリウム） 

11 IAP_EXEMPTION  免除した核物質に関する情報 

12 IAP_TYOUKI  長期計画 

13 IAP_OUTSIDE  サイト外の場所における活動の概要等 

14 IAP_TATEYA_STORY_AREA 建物階数・面積管理テーブル 

15 IAP_RE_DOMESTIC  
拡大申告情報に関する事業者の提出状況（国内報告状

況） 

16 IAP_RE_IAEA  
拡大申告情報に関する IAEA への申告状況（IAEA 提出

状況） 

17 IAP_RE_KANREN  
拡大申告情報（サイト内建屋情報・研究活動情報・国

際特定活動）の関連性の情報 

18 IAP_RE_NOTE  拡大申告情報に関する注釈情報 

19 IAP_RE_NOTE_LINK  拡大申告情報に関する注釈情報の関連付け 
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20 COM_ORG  事業者情報 

21 COM_SITE  事業所（サイト）情報 

22 COM_FAC  施設情報 

23 COM_CONTACT  事務上の連絡先情報（R&D と国際特定活動以外） 

24 COM_MA_REASON  管理アクセスの必要理由 

25 COM_LOF  LOF/施設 

26 COM_CYCLE  核燃料サイクル段階 

27 COM_ANNEX_II  附属書Ⅱ品目 

28 COM_REPORT_TYPE  拡大申告情報の種類（コードと拡大申告情報の種類） 

29 COM_ITEN  移転種別（輸出入の区別コード） 

30 COM_KOKUSAI  国際特定活動種類 

31 COM_MAPINF  地理上の場所の種別 

32 COM_SIKIN  資金提供元（R&D 活動の資金提供元のコードと説明） 

33 COM_SIYO  使用目的 

34 COM_PERMISSION  事業区分 

35 COM_PREF 都道府県 

36 COM_KOZAN_TYPE  ウラン鉱山等種別 

37 COM_THEME  研究テーマコード 

38 COM_STATE  輸出入相手先および経由地コード情報テーブル 

39 COM_PHRASE  不適切表現語句情報テーブル 

40 COM_SEN  コメント欄の定型文 

41 COM_SYOKAN  所管課名称 

42 COM_CONTACT2  事務上の連絡先情報(R&D と国際特定活動) 

43 COM_DIVIDE_CHAR  区切り文字管理テーブル 

44 COM_SPECIAL_CHAR  特定の文字列管理テーブル 

45 COM_AUTHORITY  
ユーザー情報（各ユーザーの拡大申告データの追加と

更新及び閲覧権限の管理） 

各テーブルのレイアウトは、受注後に提供するものとする。
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別添－３ 

R&D 活動情報データ登録用 Excel【英語】の様式（案） 

 

整理コード 4-Z08-ABCD1.xlsx 

Fuel Cycle Stage Location General Description Comments 

メインのサイク

ル段階 

R&D Co. Ltd., Kasumigaseki 
Plant; Research Building No.1 
(BLT-1), Management 
Building (MAB); 
→先頭から；までの文字列は、

事業所名称（英語）へ登録 

→１つ目の；から２つ目の；ま

での文字列は、建物名称（英

語）へ登録 
 
**-* Kasumigaseki, Chiyoda-
ku, Tokyo, Japan 
→２つ目の；から国名までは、

所在地（英語）へ登録 

Subject of Program: Sample Research and Development Program; 
→タイトル： から；までの文字列を抽出し、公募名（英語）へ登録 

Subject of Project: Research and development of next-generation 
sample system - Demonstration and evaluation of sample systems -; 
→タイトル： から；までの文字列を抽出し、テーマ名（英語）へ登録、 

“- ***文章*** -” の部分は実施テーマ欄（英語）に登録 

Joint Researchers: ABC University, DEF University, XYZ 
Corporation; 
→タイトル： から；までの文字列を抽出し、共同実施機関（英語）へ登録 

Objectives: To verify the performance and effectiveness of the 
developed next-generation sample system; 
→タイトル： から；までの文字列を抽出し、目的（英語）へ登録 
Description of R&D Activities: 
(1) Establishment of a demonstration environment, 
(2) System performance evaluation, 
(3) Data collection and analysis; 
→タイトル： から；までの文字列を抽出し、内容（英語）へ登録 
Status of R&D Activities: The activities were started in September 
20yy and are planned to be completed in February 20yy.; 
→タイトル： から；までの文字列を抽出し、実施状況（英語）へ登録(次

の項目「管理アクセス」の記載がない場合は、ピリオドまで) 
Managed Access: Managed access is required to Research Building 
No.1 for commercial reasons. 
→タイトル： からピリオドまでの文字列を抽出し、管理アクセス（英語）

へ登録 

New activity 
 
２つ目以降のサイク

ル段階 
 
→コメントがあれば、

文字列を抽出し、注釈

情報（英語）へ登録 
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R&D 活動情報データ登録用 Excel【日本語】の様式（案） 

  

適切な項目（日本語）へ登録 
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